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(2) 既設コンジットによる開度調整放流の可能性 

既設コンジットによる開度調整放流の可能性に関する検討結果をまとめると次のとおりである。 

・ 事前放流量が 200m3/s 級であり、発電経由の 95m3/s を差し引いたとしても、コンジットの分担流量

が 100m3/s 級（10％開度の放流量は 40m3/s）でることを考えると，既設コンジットは事前放流操作

に要求される流量レンジと流量制御精度に十分に対応可能である。 

・ コンジットは夏期制限水位から最低水位までの範囲で放流可能なため、事前放流の操作水位条件も

満足する。したがって、放流能力・流量制御および取水レンジの点からは、既設コンジットを事前

放流に使用することが構造上可能である。 

・ しかし、事前放流は、洪水調節操作ではないため、コンジットではなく、他の設備（利水放流設備

等）で放流することが望ましい。 

・ また、コンジットゲートは標高が低いために、水質対策上、事前放流時に冷濁水を放流するという

問題が生じる。 

・ このため、選択取水機能の付加が求められるが、現コンジットにそのような機能を付加することは

施設設計、工事の施工計画上非常に難しい。さらに、渇水頻度の多い矢作川においては工事中とい

えども貯水容量を無効に放流して水位を下げることは渇水対策上も許されないと考えられる。 

 

 既設設備については、操作、放流能力からは、事前放流に用いることに対して問題は無いが、上記

観点から、多目的機能を持った事前放流設備の新設が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 新規事前放流設備の提案 

(1) 新規事前放流設備の考え方 

事前放流に必要な最大放流能力を Q（仮に 250 ㎥／s とする）とすると、事前放流設備の方式として

は、次の２案が考えられる。 

 

 

 

上記２案のメリット、デメリットの特徴を整理すると以下のとおりである。 

表－3.3.1   新規放流設備の放流方式案の比較表 

方式案 
①既設放流設備の放流能力の不足分

170m3/s を新設する案（２施設で運用） 
②250 ㎥/ｓの施設を新設する案 

建設費 
施設規模が小さく②案に比較して建設

費は安い。 

施設規模が大きくなる分建設費は高い。た

だし、迂回ルート案の場合にはトンネルの

経済断面があるので、管径によって両案の

差はさほどないことも考えられる。 

維持管理

費 

新規放流設備の維持管理に加え、既設の

事前放流 95m3/s 使用分の経費が残る。 

施設規模が大きくなるため、①に比べて新

規設備の維持管理費が増える。 

操作性 

２箇所の選択取水設備の操作が必要と

なり、２施設の流量コントロールや取水

位置切り替えなどの操作が複雑となる。 

事前放流操作に協定に基づく利水者と

の協議が必要となる。 

発電利水者の都合にかかわらず、ダム管理

者の判断で事前放流ができる。 

危機管理 

現状よりも１基放流設備が増えて２箇

所となるために、危機管理上有利にな

る。 

放流能力が大きいので①と比較してさら

に②の方が危機管理上有利である。 

洪水管理 ― 

水位維持放流管としての活用も可能であ

り、洪水警戒体制の頻度が少なくなり、労

苦負担が軽減される。 

考察 

・建設コストからは、放流能力の不足分 170m3/s を新設する①案が有利と想定され

る。 

・ダム管理上は、250m3/s を新設する②案が望ましい。 

・ただし、具体的なルートを設定し、建設コスト、施工性、操作性などの検討を行

った上で、新規事前放流設備の方式案を決定する必要がある。 

 

①既設放流設備の放流能力の不足分 170m3/s を新設する案 

②250 ㎥/ｓの施設を管理施設として新設する案 
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